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9 日　　　　　  粕屋北部消防本部 ・ 新宮町消防団出初式 （新宮町民グラウンド ) 実施

17 日　　　　　防災とボランティアの日 

21 日　　　　　救急シミュレーション実施

23 日　　　　　消防演習 （千年家）

26 日　　　　　文化財防火デー

28 日           危険物取扱者試験準備講習会開催

1
平成 23 年

12
1 日　　　　    古賀市人権週間街頭啓発 （ルミエール古賀店）

4 日　　　　    ふれあい防火餅つき （サンリブ古賀店）

10 日　　　　　BFC 退団式
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2
 2 日　　　　　災害医療合同訓練実施 （福岡東医療センター）

 8 日　　　　　糟屋地区安全安心まちづくり推進協議会開催

18 日　　　　  粕屋北部消防本部職員意見発表会開催

18 日　　　　  粕屋北部消防連絡協議会開催

27 日           新宮町防火パレード実施

 1 〜 7 日　　春の火災予防運動週間

 1 日　　　　　街頭防火広報 （ハローデイ新宮店）

 2 日           消防演習実施 （聖恵病院）

 4 日           街頭防火広報 （JR 古賀駅）

 7 日           消防記念日

 8 ～ 10 日   消防活動訓練効果確認実施

11 日　　　　　東日本大震災発生

14 ～ 21 日   緊急消防援助隊福岡県隊派遣
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人事

　人材の育成、 責任体制の充実を進めるとともに、 業務執行の効果的な推進を図っている。

　平成 23 年 4 月 1 日現在、 職員は 87 人となり、 平均年齢は 41 歳 6 月である。

人事1

（1） 職員定数と実員
（H23.4.1 現在）

（H23.4.1 現在）

（2） 職員の任用状況

（3） 職員の階級別勤務年数

階 級 消防監
消 防

司令長

消 防

司 令

消 防

司令補

消 防

士 長

消 防

副士長
消防士

事 務

吏 員 計

定 員 88 （階級別定数規定なし） 1 89

実 員 1 4 9 13 32 16 12 87

                        階　　級

区    分
消防監

消 防

司令長

消 防

司 令

消 防

司令補

消 防

士 長

消 防

副士長
消防士

事 務

吏 員
計

平成 22 年

4 月 1 日

～

平成 23 年

3 月 31 日

採 用 2 2

昇 任 1 1 2 2 6

退 職 1 1 2

派遣

職員

入

出

          階  級

勤続年数

消防監
消 防

司令長

消 防

司 令

消 防

司令補

消 防

士 長

消 防

副士長
消防士

事 務

吏 員
計 

２ 年 未 満 5 5

２年以上～５年未満 4 4

５年以上～１０年未満 2 2 4

１０年以上～１５年未満 11 4 1 16

１５年以上～２０年未満 2 6 9 17

２０年以上～２５年未満 4 1 3 8

２ ５ 年 以 上 1 4 9 7 12 33

合 計 1 4 9 13 32 16 12 87

平均勤続年数
32 年

0 月

31 年

10 月

30 年

4 月

24 年

11 月

19 年

8 月

19 年

8 月

2 年

2 月

19 年

5 月

（H23.4.1 現在）

24
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（H23.4.1 現在） （単位 ： 人）（4） 職員の階級別年齢

　　　階　　級

年　　齢　

消 防 吏 員
事

務

吏 

員

計

消

防

監

消

防

司

令

長

消

防

司

令

消

防

司

令

補

消

防

士

長

消

防

副

士

長

消

防

士

18

19

20 1 1

21 1 1

22 2 2

23

24 2 2

25

26 3 3

27 1 1

28 2 2

29 1 1

30

31 1 1

32 1 1 2

33 5 5

34 3 1 1 5

35 1 1

36 3 1 4

37 4 4

38 2 2 2 6

39 3 3

40 1 1 1 3

41 1 2 3

42 2 2 4

43

44 1 1

45 1 1 1 3

46 1 1

47 1 2 2

48 1

49

50 1 1

51 2 2

52 1 1 2

53 1 1 2 4

54 1 1 2

55 1 1 2

56 1 2 3

57 1 1 1 1 4

58 2 1 1 4

59 1 1

60

計 1 4 9 13 32 16 12 87

平均

（歳月）
57.0 56.5 52.4 47.2 41.6 37.8 25.5 41.6
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（H23.4.1 現在）（5） 消防本部及び消防署の事務系の人員配置状況

※消防本部職員と消防署職員 （新宮分署員を除く。） は兼務

※ （　） は職の兼務

消防監
消 防
司 令 長

消 防
司 令

消 防
司 令 補

消 防
士 長

消 防
副 士 長

消防士
事 務
吏 員

計

消 防 長 1 1

次 長 1 1

署 長 (1) (1)

総

務

課

課 長 1 1

庶 務 人 事 係 長 1 1

庶 務 人 事 係 2 2 1 5

企 画 財 政 係 長 1 1

企 画 財 政 係 2 2 1 5

課 付 2 2

警

防

課

課 長 1 1

課 長 補 佐 1 1

警 防 係 長 1 1

警 防 係 2 3 1 1 7

救 急 係 長 1 1

救 急 係 2 2 4

防 災 係 長 1 1

防 災 係 1 3 3 1 8

指 令 室 長 1 1

指 令 室 2 5 2 9

予

防

課

課 長 1 1

予 防 係 長 1 1

予 防 係 1 3 2 2 8

指 導 係 長 1 1

指 導 係 3 4 7

新 宮 分 署 3 9 6 18

計 1 4(1) 9 13 31 17 12 87(1)
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（H23.4.1 現在）（6） 消防署の活動系の部隊編成状況

※　部隊の人員については、 全員が本部事務を兼務

※　（　） は職の兼務

　　　　　　　　階　級

　区　分
消防監

消 防

司令長

消 防

司 令

消 防

司令補

消 防

士 長

消 防

副士長
消防士 計

署 隊 長 1 1

副 署 隊 長 1 1

１

部

大 隊 長 1 1

本署中隊長 1 1

第１小隊 2 1 1 4

救助小隊 2 2 1 5

本署救急隊 1 1 1 3

新宮中隊長 (1) (1)

第 １ 小 隊 2 1 3

第 ２ 小 隊 1 1 1 3

通 信 室 2 2

２

部

大 隊 長 1 1

本署中隊長 1 1

第１小隊 2 2 4

救助小隊 2 2 1 5

本署救急隊 1 1 1 3

新宮中隊長 (1) (1)

第１小隊 2 1 3

第２小隊 1 1 1 3

通 信 室 1 1 2

３

部

大 隊 長 1 1

本署中隊長 1 1

第 １ 小 隊 2 1 2 5

救助小隊 1 2 2 5

本署救急隊 1 2 3

新宮中隊長 (1) (1)

第 １ 小 隊 1 2 3

第 ２ 小 隊 1 2 3

通 信 室 1 1 2

計 2 3 11 27 16 10 69(3)
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常備消防

消防力の整備状況消防力の整備状況2

(H23.4.1 現在 )

区 分 基準数 現有数 不足数 備 考

署 所 数 2 2 0

車

両

（台
）

消防力の整

備指針によ

る配置台数

指 揮 車 1 0 1

消防ポンプ自動車 4 3 1 不足数１台は化学車で補っている

化 学 車 1 1 0

は し ご 車 1 1 0

救 助 工 作 車 1 1 0

救 急 自 動 車 3 3 0 現有数の内２台は乗換運用

非常用消防ポンプ自動車 1 1 0

非 常 用 救 急 自 動 車 1 1 0

地域の実情

による配置

台数

水難救助工作車 1 1 0

司 令 車 1 1 0

査 察 車 2 2 0

計 17 15 2

人

員

（人
）

消防隊員

指 揮 車 9 0 9

消防ポンプ自動車

69 52 17 災害種別に応じて乗換運用
化 学 車

は し ご 車

救 助 工 作 車

救 急 隊 員 9 9 0 専従隊のみ

通 信 員 6 6 0

予 防 要 員 8(5) 6(12) 2 （　） は交替制勤務者

庶務の処理等の人員 15 15 0

計 116 87 29
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（1） 職員の学校研修委託状況

教養 ・研修教養 ・研修3

（H22 年度中）

　消防業務の特殊性を鑑み、 知識の修得、 体力、 技術の錬磨、 さらには消防精神と人間性の涵養等

を通じ、 よき消防人を育成していくことを教養研修の課題としており、 委託研修や部内教養を実施し、 災

害の多様化に伴う質的量的変化に対応できるように職員の資質の向上を図っている。

（２） 職場研修

　業務に直結した専門的な知識技能の修得を図るため、 部内教育をはじめ、 視察研修、 外来講師を

招いての講習会等を実施している。

区 分 教 養 科 目 人 員 目 的

福 岡 県 消 防 学 校

初 任 教 育 2 消防職員としての基礎的教育訓練

水 難 救 助 訓 練 2 潜水救助に必要な知識 ・ 技術の修得

操 法 指 導 員 研 修 3
消防ポンプ操法の指導員として必要な知識 ・

技術の習得

火 災 調 査 科 1 火災調査に係る専門的知識の修得

上 級 幹 部 1 上級幹部として必要な指導力 ・ 判断力の習得

救 急 救 命 東 京 研 修 所 救 急 救 命 士 1 救急救命士制度に伴う高度な知識 ・ 技術の習得

消 防 大 学 校 幹 部 科 1 幹部として必要な指導力 ・ 判断力の習得

福岡県市町村職員研修 新 任 課 長 研 修 2 新任課長として必要な知識 ・ 指導力の習得

29



総　

括

総　

括

総　

務

総　

務

警　

防

警　

防

予　

防

予　

防

消　

防　

団

消　

防　

団

（3） 職員の特殊技能資格保有状況 （H23.4.1 現在）

　　　　　　　　　　階　　　級

　区　　　分
消防監

消 防

司令長

消 防

司 令

消 防

司令補

消 防

士 長

消 防

副士長
消防士

その他

の職員
 計

自

動

車

免

許

大 型 二 種

大 型 一 種 7 9 26 14 4 60

大 型 特 殊 1 1 2

普 通 二 種

普 通 一 種 1 4 9 13 31 16 12 87

自 動 二 輪 2 3 4 18 9 5 41

危 険 物 取 扱 者 1 4 6 7 9 8 35

特 殊 無 線 技 師 1 2 5 7 15 13 4 47

消 防 設 備 士 2 1 3 6

救急資格 （標準 ・ ２課程） 7 6 29 14 6 62

救 急 救 命 士 2 7 3 2 1 15

応 急 手 当 指 導 員 1 4 9 13 31 16 10 84

潜 水 士 1 6 11 29 15 5 67

小 型 船 舶 1 2 5 5 9 2 24

防 火 対 象 物 点 検 資 格 者 1 1

予 防 技 術 資 格 者 1 3 1 5

高圧ガス製造保安責任者

ボ イ ラ ー 技 師 1 1

ガ ス 溶 断 1 2 6 10 6 25

電 気 工 事 士 1 1

玉 掛 技 能 免 許 3 3 4 11 6 27

毒 物 ・ 劇 物 取 扱 者 1 1

衛 生 管 理 者 1 1 2
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財政財政4

（1） 平成 22 年度事業の主な成果

本署グラウンド東側補装工事　３，５７０千円

１１９番発信地表示システム整備　２，７９１千円

（２） 平成 22 年度予算及び決算額 (見込み）

ア　歳入 （単位 ： 千円）

イ　歳出 （単位 ： 千円）

款 項 当初予算 予算現額 （A) 決算額 （B） 比較 （B)- （A)

１　
分担金及び

　　負 担 金

881,900 881,900 881,900 0

１　分 担 金 881,900 881,900 881,900 0

２　手 数 料
1,530 1,530 1,411 △ 119

１　手 数 料 1,530 1,530 1,411 △ 119

3　繰 越 金
8,000 8,744 8,745 1

１　繰 越 金 8,000 8,744 8,745 1

4　諸 収 入
4,011 4,934 7,452 2,518

１　雑 入 4,011 4,934 7,452 2,518

歳 入 合 計 895,441 897,108 899,508 2,400

款 項 当初予算 予算現額 （A) 決算額 （B） 比較 （B)- （A)

１　議 会 費
1,169 1,169 986 △ 183

１　　議 会 費 1,169 1,169 986 △ 183

２　総 務 費

105,907 107,952 106,895 △ 1,057

１　　総務管理費 105,718 107,763 106,709 △ 1,054

２　　監査委員費 189 189 186 △ 3

３　消 防 費
764,549 758,013 755,373 △ 2,640

１　　消 防 費 764,549 758,013 755,373 △ 2,640

４　公 債 費
18,816 18,816 18,815 △ 1

１　　公 債 費 18,816 18,816 18,815 △ 1

５　予 備 費
5,000 11,158 0 △ 11,158

１　　予 備 費 5,000 11,158 0 △ 11,158

歳 出 合 計 895,441 897,108 882,069 △ 15,039

歳入歳出差引残額 17,439
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（３） 平成 22 年度決算状況 （見込み）

ア　決算額割合 （単位 ： 千円）

決算歳出性質別

歳　　　出

歳　　　入

歳入合計

899,508 千円

分担金及び負担金

　　 98.0%

　 8,819,000

繰越金
1.0%
8,745

諸収入
0.8%
7,452

使用料及び手数料
0.2%
1,411

0.01%
602

歳出合計

882,069 千円

消防費

85.7%

755,373

公債費
2.1%
18,815

議会費
0.1%
986

総務費
12.1%
106,895

882,069 千円

歳出合計

人件費

84.7%

747,280

補助費等
0.5%
4,842

積立金
4.0%
35,000

公債費
2.0%
18,815

物件費
7.0%
59,891

維持修理費
0.5%
4,439

普通建設事業費
1.3%
11,802
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イ　組合分担金

ウ　消防費予算と消防費基準財政需要額 （単位 ： 千円）

エ　組合一般会計予算と構成市町一般会計予算 （単位 ： 千円）

構成市町別 決 算 額 割 合
内 訳 組合負担金

人口１人当り

（参考）

人口割算出基礎の人口

（21.10.1 現在）
均等割 人口割

古 賀 市
千円

576,267

％

65.4

千円

110,238

　　　　千円

466,030

円

9,961

人

57,852

新 宮 町 305,633 34.6 110,238 195,396 12,600 24,256

計 881,900 100 220,475 661,425
平均

11,281 82,108

割 合 100% 25% 75%

区分 構 成 市 町

別

消防費 （当初） 基 準 財 政

需要額 （C)

基準財政需要

額 に 対 す る 消

防費 B/C(%)

基準財政需要額

に対する負担金

の割合 A/C(%)常備消防費 （A) 非常備消防費他 計 （B)

平
成
二
十
二
年
度

古賀市 576,267 75,048 651,315 717,470 90.8 80.3

新宮町 305,633 45,460 351,093 363,250 96.7 84.1

計 881,900 120,508 1,002,408 1,080,720 92.8 81.6

平
成
二
十
一
年
度

古賀市 581,952 66,860 648,812 692,296 93.7 84.0

新宮町 307,784 44,162 351,946 350,504 100.4 87.8

計 889,736 111,022 1,000,758 1,042,800 95.9 85.3

対
前
年
度
比
較

増
減
割
合

（％
）

古賀市 △ 0.9 12.2 0.3 3.6 △ 3.0 △ 4.4

新宮町 △ 0.6 2.9 △ 0.2 3.6 △ 3.6 △ 4.2

計 △ 0.8 8.5 0.1 3.6 △ 3.2 △ 4.3

区 分
組合一般会計予算

（当初） A

構成市町一般会計予算

（当初） B

比 較

A / B ( % )

平 成 ２ ２ 年 度 895,441 23,803,393 3.7

平 成 ２ １ 年 度 963,137 23,031,473 4.2

対前年度比較増減割合 （％） △ 7.0 3.3 -
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イ　決算歳出性質別状況 （単位 ： 千円）

（４） 決算の推移

ア　歳入歳出状況 （単位 ： 千円）

　　　　　　　性質別

　区分
決算額 人件費 物件費

維 持
修理費 補助費等 積立金 公債費

普通建設
事 業 費

二
十
二
年
度

歳 出 合 計 882,069 747,280 59,891 4,439 4,842 35,000 18,815 11,802

割 合（％） 100 84.7 6.8 0.5 0.5 4.0 2.1 1.3

対 前 年 増 減 額 △ 75,606 △ 12,650 6,964 2,437 1,575 △ 3,000 △ 35 △ 70,933

対前年割合増減 （％） ー △ 1.7 13.2 125.8 48.2 △ 7.9 △ 0.2 △ 85.7

二
十
一
年
度

歳 出 合 計 957,675 759,930 52,927 1,966 3,267 38,000 18,850 82,735

割 合（％） 100 79.4 5.5 0.2 0.3 4.0 2.0 8.6

対 前 年 増 減 額 77,310 1,893 △ 8,185 △ 168 △ 1,498 6,000 △ 2,634 81,902

対前年割合増減 （％） ー 0.2 △ 13.4 △ 7.9 △ 30.8 18.8 △ 12.3 9832.2

二
十
年
度

歳 出 合 計 880,365 758,037 61,112 2,134 4,765 32,000 21,484 833

割 合（％） 100 86.0 7.0 0.2 0.6 3.7 2.4 0.1

対 前 年 増 減 額 △ 225,517 8,607 2,433 △ 182 △ 687 △ 13,925 △ 1,134 △ 220,629

対前年割合増減 （％） ー 1.1 4.1 △ 7.9 △ 12.7 △ 30.4 △ 5.1 △ 99.7

十
九
年
度

歳 出 合 計 1,105,882 749,430 58,679 2,316 5,452 45,925 22,618 221,462

割 合（％） 100 67.8 5.3 0.2 0.5 4.2 2.0 20.0

対 前 年 増 減 額 3,173 5,114 △ 2,403 434 402 △ 0 △ 7,139 220,132

対前年割合増減 （％） ー 0.7 △ 3.9 23.1 8.0 △ 0 △ 24.0 1655.1

十
八
年
度

歳 出 合 計 889,342 744,316 61,082 1,882 5,050 45,925 29,757 1,330

割 合（％） 100 83.7 6.9 0.2 0.6 5.2 3.3 0.1

対 前 年 増 減 額 3,173 12,747 △ 8,187 △ 3,899 △ 1,265 9,000 △ 4,579 △ 644

対前年割合増減 （％） ー 1.1 △ 0.9 △ 0.4 △ 0.1 1.0 △ 0.5 △ 0.1

区分 費 目 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度
　
　
　
　

歳　
　
　
　
　
　
　
　

入

分担金及び負担金 877,493 873,312 866,600 889,736 881,900

使用料及び手数料 1,566 1,688 1,792 1,695 1,411

国 庫 、 県 支 出 金 12,519

財 産 収 入 189,500

繰 入 金 55,100

繰 越 金 29,233 26,130 22,847 15,783 8,745

諸 収 入 7,180 12,880 4,910 4,106 7,452

組 合 債 12,700

歳 入 合 計 915,472 1,128,729 896,149 966,420 899,508
　

歳　
　
　
　
　
　

出

議 会 費 992 595 604 602 986

総 務 費 116,158 115,678 104,499 106,452 106,895

消 防 費 742,435 966,991 753,778 831,771 755,373

公 債 費 29,757 22,618 21,484 18,850 18,815

歳 出 合 計 889,342 1,105,882 880,365 957,675 882,069

差 引

（歳入合計ー歳出合計）
26,130 22,847 15,784 8,745 17,439
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（5） 予算と人口、 職員数の推移 （人口、 世帯数は前年度の１０月１日現在）

年
度

一 般 会 計 予 算 額

（当初予算、 千円）

人 口 世 帯 職 員

人口数 （人）
人口一人当りの

予算額 （円）
世帯数 （世帯）

一世帯当りの

予算額 （円）
職員数 （人）

職員一人当り

の人口数（人）

22 895,441,000 82,108 10,906 31,494 28,432 87 944

21 963,137,000 81,665 11,794 30,993 31,076 86 950

20 892,436,000 80,957 11,024 30,314 29,440 88 920

19 1,115,637,000 80,288 13,895 29,721 37,537 87 923

18 902,459,000 79,697 11,324 28,997 31,122 88 906
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600,000

800,000
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人口の推移
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予防規制事務

（1） 危険物規制 ・ 指導

　危険物による災害を未然に防止するため、 消防法、 危険物の規制に関する政省令の定めるところに

より、 危険物施設等に対する基準適合の徹底を図るとともに、 立入検査、 保安教育及び訓練等の実施

によって保安管理体制の強化を図り、 危険物施設の保安の確保に努めている。

ア　危険物施設の現況

予防規制事務1
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区 分
平成22年度

古賀市 新宮町 計

製 造 所 0 1 1

貯

蔵

所

屋 内 貯 蔵 所 32 18 50

屋外タンク貯蔵所 15 7 22

屋内タンク貯蔵所 3 0 3

地下タンク貯蔵所 34 16 50

簡易タンク貯蔵所 2 0 2

移動タンク貯蔵所 17 40 57

屋 外 貯 蔵 所 0 0 0

小 計 103 81 184

取

扱

所

給 油 取 扱 所 28 40 68

一 般 取 扱 所 20 11 31

小 計 48 51 99

合 計 151 133 284
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イ　危険物関係許認可等処理状況

区 分
平成 22 年度

古 賀 市 新 宮 町 計

製 造 所
許可

完成 1 1

屋 内 貯 蔵 所
許可 1 1

完成

屋外タンク貯蔵所
許可 1 1 2

完成 1 1 2

屋内タンク貯蔵所
許可

完成

地下タンク貯蔵所
許可 4 4

完成 4 4

簡易タンク貯蔵所
許可

完成

移動タンク貯蔵所
許可 4 1 5

完成 4 1 5

屋 外 貯 蔵 所
許可

完成

給 油 取 扱 所
許可 7 3 10

完成 7 3 10

一 般 取 扱 所
許可 1 1 2

完成 1 1 2

水 圧 等 検 査 3 33 36

仮 使 用 承 認 6 2 8

仮貯蔵・仮取扱承認

予 防 規 程 1 1 2

合 計 45 49 94
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ウ　危険物各種届出等処理状況

エ　危険物施設査察実施状況

区 分 古 賀 市 新 宮 町 計

保安監督者選解任届 12 11 23

廃 止 届 3 6 9

工 事 等 変 更 等 届

名 称 等 変 更 届 18 10 28

変 更 届 7 9 16

災 害 発 生 届 4 4

休 止 ・ 再 開 届 2 2

数 量 変 更 届

譲 渡 引 渡 届

火 気 使 用 工 事 届

合 計 44 38 82

（平成 22 年度）

（平成 22 年度）

危 険 物 施 設 施設数 実施状況 実施率 （％）

製 造 所 1 1 100

貯 蔵 所 184 82 45

取 扱 所 99 50 51

合 計 285 133 47
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（2） 建築同意事務

　建築主事、 特定行政庁等が建築物の新築、 増築、 改築、 模様替えなどについて、 許可、 認可又は

確認を行うにあたっては、 消防法により、 消防長又は消防署長の同意を得なければならないこととされ

ている。

　同意に際しては、 建築等の計画が消防、 建築関係法令等の防火に関する規定等に適合しているかど

うかを申請書類及び現地調査等によってチェックし、 消防用設備等の設置が必要な建築物については、

同意事務の段階で法基準に適合させるほか、 消防用設備等の設置検査によってその性能を確認し、

建築物における実効性のある防災行政の推進に努めている。

40

ア　同意処理状況

イ　着工届 ・ 設置届状況

区 分 古賀市 新宮町 計

指 定 25 16 41

一 般 専 住 32 27 59

許 可 14 7 21

仮 使 用

合 計 71 50 121

区 分 古賀市 新宮町 計

着 工 届 38 19 57

設 置 届 51 44 95

合 計 89 63 152

（平成 22 年度）

（平成 22 年度）
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（3） 政令等に基づく届出処理状況

区 分 古賀市 新宮町 計

防 火 管 理 者 選 解 任 届 76 55 131

消 防 計 画 届 86 61 147

防 火 対 象 物 点 検 報 告 書 16 11 27

防 火 対 象 物 使 用 開 始 届 31 27 58

液 化 石 油 ガ ス 等 届 12 8 20

少 量 危 険 物 貯 蔵 等 届 2 2 4

指 定 可 燃 物 貯 蔵 等 届 3 1 4

ネ オ ン 設 備 設 置 届

煙 火 打 上 げ 、 仕 掛 届 5 1 6

炉 ・ 厨房設備 ・ ボイラー等届 8 4 12

変 電 ・ 発 電 ・ 蓄 電 池 設 置 届 4 14 18

道 路 工 事 届 36 13 49

消 防 用 設 備 等 点 検 報 告 届 399 261 660

火災とまぎらわしい煙又は火災を

発するおそれのある行為の届出書
71 11 82

合 計 749 469 1,218

（平成 22 年度）
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　予防査察 （立入検査） は、建築同意、危険物施設の設置許可と並び、予防行政上重要なものであり、

消防対象物における出火危険、 延焼拡大危険及び人命危険の排除を主眼として、 消防法第４条及び

第 16 条の５に基づき実施するものである。

　査察は、 年間の基本方針をもとに、 個々の防火対象物における法令違反の内容、 程度等に相応した

年間査察計画を樹立し、 これに基づき適切かつ効果的な是正指導を行っている。

予防査察

（1） 防火対象物現況及び予防査察実施状況

予防査察2
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（平成 22 年度）

区 分

防 火 対 象 物 　 項 別 古賀市 新宮町 計 査察実施状況 実施率 （％）

1
イ 劇場、 映画館、 演芸場又は観覧場

ロ 公会堂、 集会場 42 22 64 15 23

2

イ キャバレー、 カフェー、 ナイトクラブの類

ロ 遊技場、 ダンスホール 3 4 7 5 71

ハ 性風俗関連特殊営業を営む店舗の類

ニ カラオケボックス、 個室型店舗 1 1 2 1 50

3
イ 待合、 料理店の類

ロ 飲食店 34 28 62 16 26

4 百貨店、 マーケット、 店舗、 展示場 62 59 121 56 46

5
イ 旅館、 ホテル、 宿泊所 3 9 12 5 42

ロ 寄宿舎、 下宿、 共同住宅 549 303 852 8 1

6

イ 病院、 診療所、 助産所 42 17 59 20 34

ロ 老人福祉施設、 救護施設、 厚生施設の類 14 6 37 3 8

ハ 老人デイサービスセンター、 保育所の類 18 10 28 10 36

ニ 幼稚園、 特別支援学校 16 7 23 14 61

7 小学校、 中学校、 高等学校、 大学の類 38 22 60 25 42

8 図書館、 博物館、 美術館の類 1 1

9
イ 蒸気浴場、 熱気浴場の類 1 1 2 1 50

ロ イ以外の公衆浴場

10 車両の停車場、 船舶、 または航空機の発着場 3 1 4

11 神社、 寺院、 教会の類 21 9 30 5 17

12
イ 工場、 作業場 299 185 484 164 34

ロ 映画スタジオ、 テレビスタジオ

13
イ 自動車車庫、 駐車場　 18 20 38 10 26

ロ 飛行機、 回転翼航空機の格納庫

14 倉庫 291 183 474 133 28

15 前各号に該当しない事業所 219 133 352 67 19

16
イ 特定複合用途防火対象物 102 46 148 43 29

ロ イ以外の複合用途防火対象物 68 32 100 9 9

17 重要文化財等 1 1

合　　　　計 1,845 1,099 2,944 610 21
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（2） 中高層建物 （４階以上） 状況

階 数

区 分
4 5 6 7 8 9

10

以上
計

1
イ 劇場、 映画館、 演芸場又は観覧場

ロ 公会堂、 集会場

2

イ キャバレー、 カフェー、 ナイトクラブの類

ロ 遊技場、 ダンスホール 2 1 3

ハ 性風俗関連特殊営業を営む店舗の類

ニ カラオケボックス、 個室型店舗

3
イ 待合、 料理店の類

ロ 飲食店

4 百貨店、 マーケット、 店舗、 展示場 1 1

5
イ 旅館、 ホテル、 宿泊所 1 1 1 3

ロ 寄宿舎、 下宿、 共同住宅 73 49 20 19 13 8 23 205

6

イ 病院、 診療所、 助産所 6 4 10

ロ 老人福祉施設、 救護施設、 厚生施設の類

ハ 老人デイサービスセンター、 保育所の類

ニ 幼稚園、 特別支援学校

7 小学校、 中学校、 高等学校、 大学の類 8 8

8 図書館、 博物館、 美術館の類

9
イ 蒸気浴場、 熱気浴場の類

ロ イ以外の公衆浴場

10 車両の停車場、 船舶、 または航空機の発着場

11 神社、 寺院、 教会の類

12
イ 工場、 作業場 4 4 8

ロ 映画スタジオ、 テレビスタジオ

13
イ 自動車車庫、 駐車場　

ロ 飛行機、 回転翼航空機の格納庫

14 倉庫 5 1 6

15 前各号に該当しない事業所 3 1 4

16
イ 特定複合用途防火対象物 7 3 4 2 1 17

ロ イ以外の複合用途防火対象物 7 2 2 3 1 15

17 重要文化財等

合　　　　計 114 65 29 25 15 8 24 280

（平成 22 年度）
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自主防火管理体制の確立

予防広報4

　多数の者を収容する建築物では、 火災等の災害が発生した場合、 人的、 物的被害が大きくなること

が予想される。 消防法第８条では、 これらの建築物の管理権原者に対し、 防火管理者を選任して防火

管理上必要な業務を行わせることを義務づけている。 火災の発生の防止、 火災による被害の軽減を図

るためには、 市町村消防機関の強化拡充だけでは不十分であり、 事業所側の自主的な努力が不可欠

であるという観点から設けられたものがこの防火管理者制度で、 いわば、 人的面における火災予防規制

といえる。

　この制度に基づく自主防火管理体制の充実強化を図るため、 各種の講習会等を開催している。

防火管理関係講習会等

主な火災予防広報実施状況 （平成 22 年度）

（1） 防火管理講習

　防火管理者は、 建築物の用途、 収容人員により、 甲種防火管理者又は乙種防火管理者等の資格を

有していなければならない。

　この資格を与えるために、 法令に基づき実施するのが防火管理講習である。 また、 収容人員が 300

人以上の飲食店 ・ 店舗 ・ ホテル ・ 病院など不特定多数の人が出入りする特定防火対象物の甲種防火

管理者は、 一定期間ごとに甲種防火管理者再講習の受講が必要である。

（2） 自衛消防隊員指導及び避難 ・ 消火訓練指導

　防火管理者の選任を必要とする防火対象物に、 事業の内容や規模に応じて自衛消防組織を結成さ

せ、 この自衛消防隊員等に対し、 初期消火、 避難誘導等を適正かつ円滑に遂行させるための講習会

及び各事業所における訓練指導を実施、 消防技術及び防火知識の向上に努めている。

　住民参加をモットーに、 防火意識の高揚及び地域の自主防災思想の普及を図るため、 防火懇談会

等の開催並びに幼年消防クラブ、 少年消防クラブ （BFC） 及び婦人防火クラブの育成指導及びこれら

のクラブの結成促進に努めている。 主な火災予防広報実施状況は、 次のとおりである。

予防広報

区 分
防 火 教 室

防 火 懇 談 会

幼年 ・ 少年消防

クラブ等育成指導
庁舎見学会等

回 数 13 36 8

参 加 人 員 ( 人 ) 385 2,769 461

区 分 平 成 ２ ２ 年 度

防 火 管 理 者

資 格 取 得 講 習 会

回 数 2

受講人員 ( 人 ) 74

甲 種 防 火 管 理 者

再 講 習

回 数 1

受講人員 ( 人 ) 11

自 衛 消 防 隊 指 導
回 数 167

参加人員 ( 人 ) 563

避難、 消火訓練指導
回 数 130

参加人員 ( 人 ) 20,556

3
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（1） 目的

　事業所における防災体制の強化、 防火思想の普及を推進することはもとより、 いろいろなイベントを通

して、 事業所相互の融和と協調を図るとともに、 地域住民とのふれあいを通じた防火啓発等も行ってい

る。

（2） 平成 22 年度の主な行事

　　ア　新入社員講習会 ( 自衛消防隊員講習 )

　会員事業所の新入社員及び自衛消防隊員

を対象に、 規律訓練、 消防設備の取扱い、

応急手当、講話等を 2 日間にわたって行った。

と　き　平成 22 年 4 月  8 日 （木）、 9 日 （金）

                                   （18 事業所、 112 人 )

　　　　　　    

ところ　粕屋北部消防本部

粕屋北部地区防災協会

   ( 発足　昭和 62 年 9 月 1 日 )

会   長    井上　　　彰

副会長    山田　　　勇

副会長　  藤岡　敬正

副会長    渋田　輝国

副会長　　大谷　申護

理事 14 名、 監事 2 名

会員数

防 火 管 理 部 会  136 会員

危険物安全部会 25 会員

ガ ス 保 安 部 会  17 会員

合　　　　　     計 178 会員

（平成 23 年４月１日現在）

シンボルマーク

粕屋北部地区防災協会粕屋北部地区防災協会5
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 イ  訓練競技会

  自衛消防隊員の活動技術の向上を図る目的で実施しているもので、 今年度も、 消火器、 屋内

消火栓、 小型動力ポンプの各部門で白熱した競技が繰り広げられた。

エ　ふれあい防火もちつき

　年末の恒例行事として定着した安全祈願の

餅つき大会と街頭キャンペーンを繰り広げ、 つ

きたての餅を住民に配りながら 「火の用心」

を呼びかけた。

　収益金は、 新宮町 ・ 古賀市社会福祉協議

会へそれぞれ寄付した。

　と　き　　　平成 22 年 12 月 4 日 （土 )

　と こ ろ　　サンリブ古賀店

ウ　「消防フェスタ」

　平成 22 年 11 月 3 日 （水） に新宮中央駅前で開催され、

消防フェスタとして 「うなぎのつかみどり」 や 「救命講習」

等を行い、 防火広報を行った。

第 22 回訓練競技会結果

平成 22 年 10 月 19 日 （火）

出場チーム

○消火器競技

男性　１７チーム　女性　14 チーム

○屋内消火栓競技

男性　9 チーム　女性　7 チーム

○小型動力消防ポンプ競技

男性　　6 チーム

カ　危険物取扱者試験準備講習会

　試験日の約 1 ヶ月前に、 試験のための講習

会を 3 回実施した。

キ　その他

　防火パレードへの参加、 各種講演会や試験

の案内、 年 3 回の事務局だよりの発刊などを

行った。

　収益金は、 新宮町 ・ 古賀市社会福祉協議会へそれぞれ寄

付した。

オ　街頭防火広報

　JR の駅及びハローデイで、 防火ティッシュを

配りながら火災予防を呼びかけた。
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地域の 「自主防災組織」

（1） 幼年消防クラブ

　幼稚園、 保育園 ・ 保育所の園児で結成され

たクラブで、 正しい火の取扱い方などについて、

クラブ独自の指導計画を立てて自主的に活動

するとともに、 防災行事に積極的に参加してい

る。

粕屋北部地区幼年消防クラブ連絡協議会

( 発足　平成 4 年 7 月 6 日 )

会　 長 伊　豆　諒　 二

副会長 正　寳　佐登美

副会長 山　田　賢　 志

　　　　　　( 平成 23 年 6 月 1 日現在 )

地域の 「自主防災組織」6

（平成 23.6.1 現在）

ちびっこしようぼうひろば ( 雨天中止 )      消防出初式 （平成 23 年 1 月 9 日）　

市 町 幼 年 消 防 ク ラ ブ 名 設 立 年 月 日 クラブ員数

古 賀 市

天 照 幼 稚 園 幼 年 消 防 ク ラ ブ 昭和 62 年 11 月 25 日 277

花 見 光 保 育 園 幼 年 消 防 ク ラ ブ 平 成 元 年 4 月 5 日 136

五 所 保 育 園 幼 年 消 防 ク ラ ブ 平 成 元 年 4 月 2 0 日 122

久 保 保 育 園 幼 年 消 防 ク ラ ブ 平 成 9 年 5 月 1 日 94

恵 保 育 園 幼 年 消 防 ク ラ ブ 同 上 67

鹿 部 保 育 園 幼 年 消 防 ク ラ ブ 同 上 111

暁 の 星 保 育 園 幼 年 消 防 ク ラ ブ 平 成 1 2 年 4 月 1 日 208

花 鶴 ど ろ ん こ 保 育 園 幼 年 消 防 ク ラ ブ 平 成 1 6 年 5 月 1 日 115

ほ づ み 保 育 園 幼 年 消 防 ク ラ ブ 平 成 1 7 年 4 月 1 日 82

庄 ひ か り 保 育 園 幼 年 消 防 ク ラ ブ 平 成 1 8 年 4 月 1 日 115

新 宮 町

暁 華 保 育 園 幼 年 消 防 ク ラ ブ 平 成 2 年 4 月 1 日 144

新 宮 幼 稚 園 幼 年 消 防 ク ラ ブ 平 成 3 年 4 月 1 日 271

新 宮 東 幼 稚 園 幼 年 消 防 ク ラ ブ 同 上 212

立 花 幼 稚 園 幼 年 消 防 ク ラ ブ 同 上 33

博 多 東 幼 稚 園 幼 年 消 防 ク ラ ブ 平 成 6 年 1 2 月 1 日 318

新 宮 ほ づ み 保 育 園 幼 年 消 防 ク ラ ブ 平 成 1 7 年 7 月 1 日 150

新 宮 保 育 園 幼 年 消 防 ク ラ ブ 平 成 1 9 年 6 月 1 日 79

セイントマークインターナショナルスクール 平 成 2 3 年 5 月 9 日 28

46

　　　　　※写真は平成 21 年度実施分
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（2） 少年消防クラブ

　少年のころから学校や家庭における火災予防に関する知識を身につけさせるために結成され、 活発

な活動を行っている。

※平成 22 年度の主な活動

◎ポンプ操法訓練 （軽可搬ポンプ） 随時

◎救急法講習会 年 1 回

　　主な表彰

昭和 31 年　国家消防本部長

昭和 32 年　東福岡警察署長

昭和 33 年　福岡県知事

昭和 36 年　消防庁長官

昭和 36 年　内閣総理大臣

昭和 36 年　全国安全会議長

昭和 37 年　福岡県知事

昭和 43 年　新宮町町長

昭和 43 年　相島部落長

昭和 43 年　消防庁長官

昭和 44 年　福岡県知事

昭和 44 年 （財） 奉仕会長

昭和 47 年　新宮町町長

昭和 47 年　相島部落長

昭和 48 年　新宮町町長

昭和 52 年　日本防火協会長

昭和 55 年　日本防火協会長

昭和 57 年　消防庁長官

昭和 58 年　粕屋北部消防本部消防長

昭和 59 年　粕屋北部消防組合組合長

昭和 63 年　福岡県知事

昭和 63 年　日本防火協会長

平 成 元 年　粕屋北部消防組合組合長

平成   ７年  新宮町町長

平成   ８年　新宮町町長

平成 10 年　粕屋北部消防本部消防長

平成 11 年　自治大臣

平成 11 年　福岡県知事

平成 11 年　財団法人福岡県消防協会会長

平成 15 年　消防庁長官

平成 15 年　福岡県知事

◎消火訓練      随時

◎体験活動 （ハウス食品、 千年家）

◎意見発表会　篠崎　航

（平成 23.5.1 現在）

◎島内への防火の呼びかけ （夜回り） 毎日

市町村 少年消防クラブ名 構成学校名 設立年月日 クラブ員数

新宮町 相島少年消防クラブ 新宮町立
新宮中学校相島分校 昭和 23年 7月 23日 6名
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（3） 婦人防火クラブ

　家庭を守る婦人によって結成された組織で、 初期消火や通報 ・ 避難などの知識を身につけて一般家

庭の火災を予防し、 安全な地域社会づくりを目指している。

※平成 22 年度の主な活動

○　防災研究

　防災座談会等を通じて、 火災予防などの防

災知識を深めるとともに、 クラブ会員の融和

協調を図っている。

○　救急講習

　地域の救命率の向上のために、 クラブ全員

がプレホスピタルケア （病院前救護） の一翼

を担うため、 応急手当の訓練を実施した。

○　施設見学

　実地研修を通じて、 家庭防火の在り方を自己

啓発し、 防災に対する関心を高めている。

（平成 23.4.1 現在）

市 町 村 婦 人 防 火 ク ラ ブ 名 設 立 年 月 日 クラブ人数

古 賀 市 古賀市中川区女性防災クラブ 平成 11年 4月 1日 13名

新 宮 町 相 島 婦 人 消 防 ク ラ ブ 平成 18年 4月 1日 54名

48

と　き　平成 22年 6月 2日 ( 火 )

ところ　福岡県防災センター

と　き　平成 22年 12月 3日 ( 金 )

ところ　キューピーマヨネーズ鳥栖工場

と　き　平成22年10月19日(火)

ところ　粕屋北部消防本部

○　意見発表会見学

　　 火災や救急現場等の生の声を聴講すること

により、 いろんな角度から防災に対する知識を

学び、 深めることができる。

と　き　平成22年 6月 27日 (日 )

ところ　中川区公民館

○　訓練競技会見学

　迅速かつ確実に行われる 「消火活動 ・ 応急

処置等」 を見学することにより、 防災 ・ 救急に

対する意識向上を図っている。

と　き　平成23年 2月 18日 (金 )

ところ　粕屋北部消防本部
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消防車両到着所要時間

災害出場計画災害出場計画1

消防車両到着所要時間

※部隊編成の状況

9分団/3分9分団/3分

2分団/1分2分団/1分
5分団/3分5分団/3分

1分団/3分1分団/3分

本部分団/1分本部分団/1分

3分団/2分3分団/2分

4分団/3分4分団/3分

6分団/1分6分団/1分

18分団/4分8分団/4分

本部分団/2分本部分団/2分

3分団/4分3分団/4分

1分団/2分1分団/2分

12分団/1分2分団/1分

10分団/5分0分団/5分

11分団/3分1分団/3分

10分団/6分0分団/6分

古賀市

水上分団

6分団/3分

5分団/2分

9分団/3分

9分団/4分

8分団/8分

7分団/9分

2分団/1分
5分団/3分

1分団/3分

本部分団/1分

3分団/2分

4分団/3分

6分団/1分 本署

新宮分署

7分団/5分
18分団/4分

本部分団/2分

3分団/4分

2分団/3分

4分団/2分

1分団/4分

1分団/2分

14分団/6分
13分団/8分

15分団/6分

11分団/2分

16分団/5分

17分団/4分

12分団/1分

10分団/5分

11分団/3分

10分団/6分

8分団/1分

新宮町

○測定地点は分団格納庫

○所要時間は40.0km/hで算出

署

隊

長

大

隊

長

副
署
隊
長

中

隊

長

分

署

長

第一小隊　　　　4 名

救助小隊　　　　5 名

第一小隊　　　　3 名

第二小隊　　　　3 名

本署救急小隊　3 名

化学車

救助工作車 ・ 水槽付ポンプ車 ・ 梯子車 ・ 水難救助工作車

水槽付ポンプ車

救急車 （水槽付ポンプ車）

救急車

2

本
　

署

新
　

宮

第 1 出 場 第 2 出 場 第 3 出 場

火

災

建物火災

署 当務の全部隊 左記に同じ 左記に同じ

団

古
賀
市

　　　9 ヶ分団
　当該分団・最寄の
　7 ヶ分団 ･ 本部分団

　　　14 ヶ分団
　左 記 に 加 え 近 い
　距離にある 5 ヶ分団

19 ヶ分団（全分団）

新
宮
町

　　　8 ヶ分団
　当該分団・最寄の
　6 ヶ分団 ･ 本部分団

13 ヶ分団（全分団）

林野火災

署 初動部隊 2 隊 本署救急隊を除く
当 務 の 部 隊

団

古
賀
市

　　　9 ヶ分団
　当該分団・最寄の
　7 ヶ分団 ･ 本部分団

　　　14 ヶ分団
　左 記 に 加 え 近 い
　距離にある 5 ヶ分団

19 ヶ分団（全分団）

新
宮
町

　　　8 ヶ分団
　当該分団・最寄の
　6 ヶ分団 ･ 本部分団

13 ヶ分団（全分団）

水 難 救 助
古賀市の場合、新宮 1 隊を除く。

新宮町の場合、本署救急隊を除く。
同 上

大 規 模 災 害 署の全部隊

（

）

（

（

（

（

）

）

）

）

（ ）
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消防相互応援協定等の状況

○　福岡県消防相互応援協定 （H 元 .4.1）

　県内において大規模災害等が発生した場合に、 相互の消防力を活用して災害による被害を最小限

度に防止することを目的に、 県内の市町村及び消防の一部事務組合の間で締結されている。

○　福岡都市圏市町村消防相互応援協定 （S55.3.1）

　火災、 救急、 救助事案その他の災害が発生したときに、 協定市町村相互間の消防力を活用して

災害による被害を最小限度に防止し、 安寧秩序を保持することを目的に、 9 市 10 町 6 消防組合の

間で締結されている。

○　高速自動車道における消防相互応援協定 （S61.10.15）

　九州自動車道のうち、 福岡県内において火災、 事故等で消防業務を必要とする災害が発生した場

合に、 インターチェンジを有する市町村等の消防力を活用して、 災害による被害の軽減を図ることを

目的に、 6 市 1 町 10 消防組合 （H18.7.1 現在） の間で締結されている。

○　緊急消防援助隊の編成 （H7.6.30）

　平成 7 年 1 月 17 日に発生した阪神淡路大震災を教訓に、 国内で発生した地震等の大規模災害

時における人命救助活動等をより効果的かつ充実したものとするため、 国内の消防機関相互による

迅速な援助体制を確立することを目的として発足した。

　粕屋北部消防本部では、消火部隊 1 隊 4 名 ( 平成 7 年 9 月 5 日登録 ) 及び救急部隊 1 隊 3 名（平

成 18 年 4 月 1 日登録） している。

消防相互応援協定等の状況3

組合

組合

組合

組合

組合

組合

宗像

古賀

志摩

前原

二丈

篠栗

宇美

久山
福岡

粕屋

志
免

福津

新
宮

宗像

春日

須恵

太宰府

大野城

筑紫野

那珂川
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機械 ・施設機械 ・施設4

（1） 現有車両諸性能 （H23.3.31 現在）

車 両 別 取 得 年 月 日 車 種 排気量
ポンプ性能

経 過 年 数
種 別

司 令 車 平成 6年 8月19日 ト ヨ タ 1,990 16 年 7 ヵ月

水 槽 付 ポ ン プ 車 平成 6年 2月22日 日 野 7,412 Ａ－２ 17 年 1 ヵ月

水 槽 付 ポ ン プ 車 平成 8年 3月27日 日 野 7,960 Ａ－２ 15 年 0 ヵ月

水 槽 付 ポ ン プ 車 平成12年 2月25日 日 野 7,960 Ａ－１ 11 年 1 ヵ月

水 槽 付 ポ ン プ 車 平成14年 11月 25日 三 菱 8,200 Ａ－２ 8 年 4 ヵ月

化 学 車 平成 4年12月18日 日 野 7,412 Ａ－２ 18 年 3 ヵ月

梯 子 車 平成 3年10月 1日 日 野 7,410 Ａ－２ 19 年 5 ヵ月

救 助 工 作 車 平成10年 3月12日 い す ゞ 8,226 13 年 0 ヵ月

水 難 救 助 工 作 車 平成 9年 3月18日 日 産 4,160 14 年 0 ヵ月

高 規 格 救 急 車 平成 8年 3月15日 い す ゞ 4,570 15 年 0 ヵ月

高 規 格 救 急 車 平成11年 5月14日 い す ゞ 4,570 11 年 10 ヵ月

高 規 格 救 急 車 平成15年10月16日 日 産 3,490  7 年 5 ヵ月

高 規 格 救 急 車 平成19年12月19日 ト ヨ タ 2,693 3 年 3 ヵ月

査 察 車 平成 6年 3月17日 ト ヨ タ 1,500 7 年 0 ヵ月

査 察 車 平成 6年 8月 5日 ト ヨ タ 1,500 16 年 8 ヵ月

小 型 査 察 車 平成14年 3月29日 ダイハツ 650 9 年 0 ヵ月

資 材 搬 送 車 平成10年 7月30日 日 産 1,780 12 年 8 ヵ月

輸 送 車 平成17年 5月27日 ト ヨ タ 1,990 4 年 10 ヵ月

マ イ ク ロ バ ス 平成17年 3月22日 日 産 4,470 6 年 0 ヵ月

防 災 広 報 車 平成 9年10月28日 日 産 1,590 13 年 5 ヵ月

（2） 消防本部所有の主な車両

化学車 （本署）

はしご車 （本署）

救助工作車 （本署） 水難救助工作車 （本署）

高規格救急車 （分署）

高規格救急車 （本署）

水槽付ポンプ車 （分署）

水槽付ポンプ車 （本署）

水槽付ポンプ車 （分署）
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種 別 前 年 現有数 種 別 前 年 現有数

酸素欠乏ガス測定器 2 2 ジェットシューター 5 5

放 射 線 測 定 器 2 2 小 型 動 力 ポ ン プ 7 7

ガ ス 検 知 器 2 2 耐 熱 服 3 3

オ イ ル フ ェ ン ス 3 3 防 爆 ラ イ ト 9 9

投 光 機 セ ッ ト 6 6 携 帯 排 煙 機 1 1

発 電 機 5 5 簡 易 組 立 水 槽 7 7

エ ン ジ ン カ ッ タ ー 2 2 刈 払 機 3 3

油 圧 式 救 助 器 具 3 3 槍 管 鎗 1 1

大型油圧式救助器具 1 1 フ ォ グ ガ ン 5 5

可 搬 式 ウ イ ン チ 4 4 潜 水 器 具 15 15

救 命 索 発 射 銃 2 2 船 外 機 2 2

カ ギ 付 梯 子 2 2 ゴ ム ボ ー ト 2 2

エ ア ー ジ ャ ッ キ 3 3 金属製ワイヤー梯子 1 1

空 気 呼 吸 器 23 23 サバイバースリング 1 1

ハ ン マ ー ド リ ル 1 1 防 災 工 具 セ ッ ト 1 1

エ ア ー カ ッ タ ー 1 1 空 気 式 救 助 マ ッ ト 1 1

エ ア ー ソ ー 1 1 プ ロ ジ ェ ク ト ガ ン 4 4

緩 降 機 1 1 フローティングポンプ 1 1

ス ト ラ イ カ ー 1 1 ペ ダ ル カ ッ タ ー 1 1

ガ ス 溶 断 器 1 1 削 岩 機 1 1

グ ラ ス マ ス タ ー 5 5 エ ア ー テ ン ト 1 1

マ リ ン キ ャ ッ プ 12 12 防 毒 服 16 16

赤 外 線 カ メ ラ 1 1 防 毒 マ ス ク 4 4

ファイバースコープ 1 1 化 学 防 護 服 2 2

チ ェ ン ソ ー 5 5

（4） 消防水利現状 （H23.3.31 現在） （単位 ：基）

　水利別

市町別

消火栓
防 火 水 槽

プール 河川40 ｔ以上 40 ｔ未満

公 設 私 設 公 設 私 設 公 設 私 設

古賀市 726 195 38

新宮町 385 81 6

合 計 1,111 276 44

（3） ホース現有数 （H23.3.31 現在）

　　　　　　　　　　　種　別

内径別
ゴム引ホース（本） 合 計（本）

65mm 130

273
50mm 113

40mm（フォグガン用） 28

65mm（水膜ホース） 2

（5） 特殊機械器具現有数 （H23.3.31 現在）
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（6） 主な特殊機械

都市型救助器具

山岳救助器具を都市型に改良した

救助器具です。

空気呼吸器

ボンベの中に空気が充填してあり煙

の中でも呼吸が出来ます。

救命索発射銃

ロープがついている弾を発射する銃

です。

赤外線カメラ

濃煙 ・ 暗夜での表面に出ない熱を

探知します。

エアージャッキ

空気圧により、 物を持ち上げます。

放射線測定器

X 線、 ガンマー線、 ベーター線を

検知または測定します。

ポッケタブルマルチガスモニター

酸素、 可燃性ガス、 硫化水素、 一

酸化炭素を検知または測定します。

エンジンカッター

エンジンの力を利用して、 鉄板等を

切断します。

大型油圧式救助器具

油圧の力で物を切断したり広げたり

します。

削岩機

硬い岩盤、 コンクリートなどを削岩し

ます。

潜水器具

溺れている人を助けるために使うス

キューバーの器具です。

ファイバースコープ

進入できない建造物などの内部を

検索します。
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（7） 通信施設状況

（本部） （分署）

（H22.3.31 現在）

種

別

有線設備 高

機

能

消

防

指

令

装

置

無線設備

衛

星

通

信

回

線

一般回線 専用回線 FAX
災

害

情

報

ダ

イ

ヤ

ル

消防無線
防災行政

無線

携帯

電話

分

団

指

令

サ

イ

レ

ン

吹

鳴

装

置

一

般

加

入

電

話

関

係

機

関

連

絡

用

電

話

携

帯

電

話

転

送

回

線

高

速

道

路

直

通

電

話

関
係
市
町
役
所
直
通
電
話

新
宮
分
署
指
令
・
直
通
電
話

一
般
事
務
用
電
話
（
Ｆ
Ａ
Ｘ
）

防

災

弱

者

用

災

害

受

付

統

制

台

基地

局

陸上

移動

局

録

音

装

置

県

市

町

村

携

帯

無

線

機

無

線

電

話

（

Ｆ

Ａ

Ｘ

）

衛

星

携

帯

消

防

波

救

急

波

車

載

携

帯

計2
5 5 2 1 2 4 1 1

1 1 1
5 1 11 15

2 1 2 1 3
1 4

1

12 7 2 6 26 5

種

別

有線

設備

無線

設備

一般

回線

消防

無線
携

帯

電

話

一
般
加
入
電
話

(

Ｆ
Ａ
Ｘ

)

庁

舎

内

線

電

話

陸上 

移動

局

車

載

携

帯

計 1 7
4 5

1
9

（8） 年別 119 着信状況

（9） 覚知別指令状況

火 災 66 58 102 77 58

救 急 2,427 2,412 2,386 2,346 2,442

そ の 他 2,136 2,231 2,134 2,090 1,880

合 計 4,629 4,710 4,622 4,513 4,380

火 災 救 急 救 助 そ の 他 合 計

1 1 9 47 2,445 12 11 2,515

加 入 15 244 3 4 266

か け つ け 1 6 1 8

そ の 他 1 8 1 2 12

合 計 64 2,703 16 18 2,801

4,629 4,710 4,622 4,513 4,380

3,000

3,500

4,000

(回)

平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年
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火災統計

　■　火災発生件数

　平成 22 年中における火災発生件数は、27 件で、林野火災件で、その内訳は、古賀市 15 件（55.6％）、

新宮町 12 件 （44.4％） である。

　火災種別ごとに分類すると、 建物火災が全体の 77.8％、 車両火災 22.2％となり、 その他の火災は

発生していない。

　昨年に比べて建物火災が６件、車両火災が２件増加し、林野火災、その他の火災は発生していない。

また、 り災世帯は 12 世帯で、 ３世帯の減少、 り災人員は 41 人で、 10 人増加している。

　■　出火率

　平成 22 年度中の出火率 （人口１万人当たりの出火件数） は、3.2 で前年度より 0.4 ポイント増加し、

10 年前の平成 12 年度と比較すると 1.6 ポイント減少している。

　■　死傷者数

　火災による死者は、 １人で、 火災による負傷者は、 ３人発生し、 昨年と比較すると、 火災による死

者が１人増となり、 負傷者は１人減となった。。

　■　建物焼損床面積

　建物焼損床面積は、 270 平方メートルで、 昨年の 472 平方メートルと比較すると 202 平方メートル

の減少となり、 建物火災 1 件当たりの平均焼損床面積は、 10.0 平方メートルである。

　■　火災損害額

　火災損害額は、 16,529 千円で、 昨年と比較して 6,058 千円の増加となっている。

　火災 1 件当たりの平均損害額は、 612 千円である。

　■　出火原因

　出火原因のトップは、 こんろが６件で、 次いで放火 ・ 放火の疑いが５件と全火災件数の 40.7％ （11

件） を占めている。 また、 火災の大半は、 こんろ等の火の取扱いの不注意や不始末で、 特にてん

ぷら油等の過熱放置が５件発生しているため、 今後も、 広報活動等により、 火災予防等について住

民に理解と協力を求め、 防火意識の高揚を図る必要がある。

火災統計5
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（1） 火災概要と推移

※１　出火率は、 人口 1 万人当りの出火件数を示す。

　 ２　管内人口は、 各年 12 月 31 日現在の住民基本台帳による。

　　　　　　　　　　年

区　　分
平成 18 年 平成 19 年 平成 20 年 平成 21 年 平成 22 年

火

災

発

生

件

数

（件）

建 物 24 10 21 15 21

林 野 1 3

車 両 3 4 5 4 6

船 舶

そ の 他 2 2 7 1

計 29 16 34 23 27

損

害

額

（千円）

建 物 23,888 11,246 26,969 10,324 9,257

林 野

車 両 975 215 231 139 7,272

船 舶

そ の 他 13 1 19 8

計 24,876 11,462 27,219 10,471 16,529

焼

損

面

積

等

建 物（㎡） 619 153 995 472 270

林 野（ａ） 3 46

車 両（台） 3 4 5 4 13

船 舶（隻）

そ の 他（件） 2 2 7 1

焼 損 棟 数（棟） 24 10 21 19 23

り
災
状
況

り 災 世 帯（世帯） 17 6 18 15 12

り 災 人 員（人） 45 20 56 31 41

死
傷
者

死 者（人） 4 1

負 傷 者（人） 6 8 2 4 3

1 日平均発生件数（件） 0.08 0.04 0.09 0.06 0.07

1 日平均損害額（千円） 68 31 75 29 45

1件当り平均損害額（千円） 858 716 801 455 612

管 内 人 口（人） 80,552 81,086 81,645 82,824 83,413

1 人 当 り 損 害 額（円） 309 141 333 126 197

出 火 率（件／万人） 3.6 2.0 4.2 2.8 3.2
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（4） 曜日別火災件数

（2） 月別火災件数

（3） 時間別火災件数

2

4

6

1 1

2

3 3

2 2

1

0

1

2

3

4

5

(件)

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

4 4

2

8

7

2

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10 (件)

0～3 3～6 6～9 9～12 12～15 15～18 18～21 21～24(時)

3

5

7

2

1

3

6

0

1

2

3

4

5

6

日 月 火 水 木 金 土

(件)
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9,257 7,272

4,539 12,170

（市 ・ 町別分類 )古賀市 (15 件 )

(5) 火災種別発生件数

(6) 市町月別火災発生状況

古賀市火災件数 新宮町火災件数

(件)

総火災件数 27 件

新宮町 (12 件 )

車両 6 件
22.2%

建物 21 件
77.8%

車両 4 件
26.7%

建物 11 件

73.3%

車両 2 件
16.7%

建物 10 件

83.3%

1

2 2

1 1 1 1 1

1

1

0

1

2

3

4

5

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

件

車両

建物

2 2

1

2 2

1 11

1

1

1

0

1

2

3

4

5

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

件

車両

建物

(7) 損害額状況

市町別

( 千円 )

損
害
額

火災種別ごと

（1件当たり約 302 千円）

27.2% 72.8%新宮町古賀市

（1件当たり約 1,014 千円）

建物火災 車両火災 44.0%56.0%
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（8） 原因別火災件数
( 件）

(9) 気象状況別火災発生件数

天候 風速 （m/s）

湿度 (%) 気温 (℃ )

出
火
原
因

こ

ん

ろ

放

火

電
気
装
置

電
気
機
器

放
火
の
疑
い

マ
ッ
チ
・
ラ
イ
タ
ー

衝
撃
の
火
花

内
燃
機
器

ス
ト
ー
ブ

そ

の

他

不
明
・
調
査
中

建物 6 3 2 3 1 1 1 1 3

その他 1 1 1 2 1

計 6 3 3 3 2 2 2 1 1 1 3

0

5

10

12

0

2

4

6

8

10

12

雪 雨 くもり 晴れ

0

15

7

5

0

2

4

6

8

10

12

14

16

5未満 5～15 15～25 25以上

(℃)

14

6
7

0

0

2

4

6

8

10

12

14

(ｍ)

2未満 2～4 4～6 6以上

0

5

1111

0

2

4

6

8

10

12

40未満 40～60 60～80 80以上
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救急統計

　■　救急出場件数及び搬送人員の状況

　平成 22 年中における救急業務実施状況は、 救急出場 2,760 件、 搬送人員 2,574 件であり、 これ

を前年と比較すると、 救急出場が 86 件 （3.2%）、 搬送人員が 126 人 （5.1%） 増加している。

　救急出場の内訳は、 1 日平均で 7.6 件 （前年 7.3 件）、 1 月平均で 230 件 （前年 222.8 件） の

割合で出場したことになり、 管内住民の 30.2 人に 1 人 （前年 33.8 人） が救急隊によって搬送され

たことになる。

　救急出場 ・ 搬送人員は平成 19 年から３年連続で減少傾向にあったが、 平成 22 年においては、

例年と比較すると猛暑の影響により、 熱中症 （熱中症疑いを含む） 患者が多く搬送され、 43 件 （前

年 11 件） と 32 件増加した。

　今後も、 温暖化や高齢化に伴い救急出場が増加することが懸念されるため、 より一層救急車の適

正利用を住民に広報していきたい。  （（１） 参照）

　■　事故種別状況

　平成 22 年中の救急出場件数 2,760 件を事故種別ごとにみると、 第 1 位が急病の 1,733 件で全体

の 62.8% を占め、 次いで一般負傷の 339 件 (12.3%)、 交通事故の 318 件 (11.5%)、 その他 （転院等）

の 247 件 (8.9%) の順になっている。

　また、 これを前年と比較すると、 急病が 115 件、 交通事故が 26 件増加し、 一般負傷が 48 件、

運動競技が 10 件減少している。  ((1) ・ (2) 参照 )

　■　月別活動状況

　平成 22 年中の月別の出場件数は、 8 月が最も多く、 275 件出場している。 搬送件数、 搬送人員

についても、 8 月が最も多い。  ((4) 参照 )

　■　傷病程度別搬送人員の状況

　平成 22 年中の搬送人員 2,574 人のうち、 入院を要するもので重症に至らない中等症は、 1,467 人

(57.0%) で、 次いで軽症 916 人 (35.6%)、 重症 189 人 7.4%)、 の順になっている。 　　　                          

((6) 参照 )

　■　救急隊員が行った応急処置の状況

　平成 22 年中の救急隊員が行った応急処置の内容は、 血中酸素飽和度測定が最も多く 2,495 件、

次いでその他の応急処置の 2,466 件、 血圧測定 2,447 件、 心音 ・ 呼吸音の聴取 1,879 件、 心電

図 1,715 件となっている。  ((9) 参照 )

　■　救急講習実施状況

　平成 22 年中の管内で行った普通救命講習は、 46 回で 2,004 人が受講し、 上級救命講習は、

1 回で 15 人が受講し、 平成 22 年から開始した予防救急講習は 16 回で 539 人が受講し、 その他の

救急講習は、 66 回で 1,455 人が受講した。

　平成 7 年以降の普通 ・ 上級救命講習修了者は、 30,458 人となり、 管内人口 83,413 （平成 22 年

12 月 31 日現在） の 36.5％に相当する。

救急統計6
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（1） 救急概要の推移

　　　　　　　　　　　　年

　種別
平成 18 年 平成 19 年 平成 20 年 平成 21 年 平成 22 年

出 場 件 数 （ 件 ） 2,773 2,749 2,727 2,674 2,760

事

故

種

別

出

場

件

数

（件）

火 災 27 13 20 13 12

自然災害

水 難 5 2 8 7 3

交通事故 377 380 348 292 318

労働災害 53 45 39 35 25

運動競技 21 29 27 26 31

一般負傷 368 381 379 387 339

加 害 31 13 15 17 14

自損行為 35 44 35 34 38

急 病 1,588 1,586 1,599 1,618 1,733

　その他 ( 転院等） 268 256 257 245 247

1日当たりの出場件数（件） 7.6 7.5 7.5 7.3 7.6

1月当たりの出場件数（件） 231.1 229.1 227.3 222.8 230.0

搬送件数（件） 2,555 2,543 2,455 2,410 2,534

搬送人員（人） 2,623 2,579 2,510 2,448 2,574

傷
病
程
度
別

死 亡 1 1 1 2

重 症 220 210 179 182 189

中 等 症 1,614 1,575 1,552 1,459 1,467

軽 症 788 793 779 806 916

そ の 他

（2） 事故種別出場件数

交
通
事
故

1,733

339 318

38 31 25 14 12 3
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（4） 月別出場状況

（3） 過去５年間の救急出場状況と管内人口の伸び状況

人口は、 各年 12 月 31 日現在の住民基本台帳に基づく。

区 分 平成 18 年 平成 19 年 平成 20 年 平成 21 年 平成 22 年

人 口（人） 80,552 81,086 81,645 82,824 83,413

救急件数（件） 2,773 2,749 2,727 2,674 2,760

0

50

100

150

200

250

300
(人)

出場件数 228 211 207 202 258 216 225 275 228 233 232 245

搬送件数 208 197 188 178 242 191 210 251 210 214 220 225

搬送人員 211 202 188 181 249 194 214 254 211 216 226 228

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

2,749
2,727

2,674

2,760

2,773

83,413
82,824

81,645
81,086

80,552

2,400

2,500

2,600

2,700

2,800

2,900

3,000

管内人口（人）

74000

75000

76000

77000

78000

79000

80000

81000

82000

83000

84000

出場件数（件） 救急出場件数

人口
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（5） 市町別救急出場状況

（6） 傷病程度別搬送人員状況

0

500

1,000

1,500

2,000

(件)

出場件数 1,873 858 27 2

搬送件数 1,721 788 23 2

搬送人員 1,743 804 24 3

古賀市 新宮町 高速道 管外

916

1467

2

189

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

死亡 重症 中等症 軽症
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（8） 搬送者応急処置状況

（単位 ：件）

事故種別 急病 一般負傷 交通事故 その他 計

搬 送 人 員 1,588 321 326 339 2574

対 象 人 員 1,588 321 326 339 2574

人 工 呼 吸 13 8 21

胸 骨 圧 迫

酸 素 投 与 788 40 60 179 1,067

気 道 確 保 46 5 13 64

気 管 挿 管 18 3 1 22

コンビチューブ等 3 1 1 5

心 肺 蘇 生 40 8 1 5 54

除 細 動 （ A E D ) 7 1 1 9

静 脈 路 確 保 15 2 2 19

薬 剤 投 与 7 2 1 10

血 圧 測 定 1,513 292 313 329 2,447

心音・呼吸音の聴取 1,208 189 241 241 1,879

血中酸素飽和度測定 1,540 309 318 328 2,495

心 電 図 1,200 148 120 247 1,715

そ の 他 1,521 310 311 324 2,466

計 8,642 1,590 1,692 1,886 13,810

（7） 搬送者年齢状況

生後28日未満, 4

28日以上～7歳未満,

156

7歳以上～18歳未満,

148

18歳以上～65歳未

満, 1,048

65歳以上, 1,218
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（10） 覚知から医療機関等へ収容するのに要した時間状況

（単位 ：件）

（9） 現場到着までに要した時間状況
（単位 ：件）

平均時間 ( 分 ) 6.53 7.46 7.36 7.30 7.20

現場到着までの平均時間

※平成 18 年は、指令時間から現場到着、平成 19 年から 22 年は、入電時間から現場到着までの
平均時間を表している。

（平均 24.1 分）

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3分未満 40 25 39 35 36

3～５分未満 282 234 190 221 250

5～10分未満 2,024 2,018 2,055 2,010 2,067

10～20分未満 416 460 493 405 404

20分以上 11 12 4 3 3

１８年 1９年 ２０年 ２１年 ２２年

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

(件)

件数 7 695 1,439 421 11 1 

10分未満
10分以上
～20分未

20分以上
～30分未

30分以上
～60分未

60分以上
～120分

120分以
上
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（11） 応急手当普及啓発活動状況

ア　住民に対する応急手当普及啓発活動状況

イ　応急手当指導員講習修了者

（注） 講習 1 修了者 ： 救急救命士又は救急隊員、 消防機関在職中に救急隊員の資格を有した者で

8 時間の講習を修了した者

　　　　　　　　　　年

　講習名
平成 21 年 平成 22 年 平成 7 年からの累計

上 級 救 命 講 習 1 回 1 回 9 回

8 時間講習・修了証交付 16 人 22 人 275 人

普 通 救 命 講 習 63 回 46 回 656 回

3 時間講習・修了証交付 2,803 人 2,004 人 30,183 人

救 急 講 習 53 回 66 回 667 回

3 時間未満・修了証なし 1,635 人 1,455 人 18,977 人

予 防 救 急 講 習 16 回 16 回

1 時間講習・終了証なし 539 人 539 人

合 計
117 回 129 回 1,348 回

4,454 人 4,020 49,974 人

年

　種別
7年 8年 9年 10 年 11 年 12 年 13 年 14 年 15 年 16 年 17 年 18 年 19 年 20 年 21 年 22 年

講習Ⅰ修了者 14 10 0 7 5 5 5 21 3 3 3 3 3 2 3 0

（12） 予防救急活動状況

　平成 21 年度末より、上級・普通救命講習に加え新たに始まったのが、予防救急講習である。

この講習会は主に、高齢の方や小さなお子さんがいる保護者を対象に実施しており、「未然に防

げる救急事故は予防していこう」と訴える講習会である。

　「転倒・転落」「窒息」「熱中症」「ヒートショック」などの身近な救急事故を題材とし、実際

に現場へ出場した救急隊員の立場から、具体的な事故の事例と未然に防止する対策を紹介する

ものである。平成 22年中で 16回の講習、計 539 人に対して実施している。

　当消防本部では、今後も積極的に予防救急講習会を開催していく。
　

※予防救急講習は平成 22 年からの実施となる。
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　■　救助活動状況

　平成 22 年中における救助活動状況は、 救助出場件数が 20 件 ( うち活動件数 14 件 ) であり、 これ

を前年と比較すると、 救助出場件数が 21 件 （51.2％）、 活動件数が 5 件 （26.3％） 減少している。

また、 救助人員は 12 人であり、 前年の 11 人と比較すると 1 人 （8.3％） 増加している。

　■　事故種別救助活動状況

　事故種別ごとに救助活動の状況をみると、 救助出場件数で最も多いのは、 交通事故の 8 件で、 全体

の 40.0％を占めている。 交通事故以外では、 火災及び水難事故が各 2 件、 機械事故、 建物における

事故並びにガス ・ 酸欠事故が各 1 件、 その他の事故 5 件となっている。

（1） 過去 5年間の救助出場状況

（2） 過去 5年間の事故種別出場状況

救助統計救助統計7

　　　　　年

種別
平成 18 年 平成 19 年 平成 20 年 平成 21 年 平成 22 年

火 災 11 2

交 通 事 故 17 16 18 19 8

水 難 1 1 6 5 2

自 然 災 害

機 械 4 1 1 1

建 物 2 3 6 1 1

ガ ス ・ 酸 欠 2 1 1

破 裂

そ の 他 9 5 6 4 5

合 計 33 26 39 41 20

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

出場件数(件） 33 26 39 41 20

活動件数(件) 14 11 17 19 14

救助人員(人) 15 12 20 11 12

平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年
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気象統計

　気象と災害は密接な関係にあり、 特異気象時には、 災害は大規模となり、 活動は困難を極めることが

多い。 そこで、 消防は、 国 ・ 県及び気象台等と協力し、 特異気象等の情報交換を行うとともに、 地域

の気象を常時観測し、 災害対策の一環としている。

　空気が特に乾燥し、強風が吹き続けるときは、広報等を地域住民に行い 「火の用心」 を喚起している。

また、 台風や集中豪雨のときは、 水災警戒体制をとり、 万一の災害に備えている。

　このように、 気象は、 災害対策上欠くことのできない要因となっている。

（１） 天候状況

気象統計8

（平成 22 年 1月～ 12 月）ア　気温

イ　風速

ウ　湿度

6.9

17.7
18.818.1

28.2

34.9

20.0
22.9

3.3

0.9

15.5

20.4

14.1

8.5

3.4

0.1
-1.0-2.1

25.0

12.3

22.6

6.1

26.6

29.1

12.7
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8.2
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23.5

30.2

26.2

22.8

36.2 36.5

18.6
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1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

(℃)

月最低気温

平均気温

月最高気温

22.4

15.8

23.2

28.3

2.8 3.6 2.9 2.7 2.2 2.4 2.5 2.2 2.2 2.5

21.6

26.6

24
24.3

18.5
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28.7

3.83.5
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平均風速
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69.2 71.2
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39.9

51.7 50.8

99.0
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（2） 降雨状況

ア　月別降雨状況 （平成22年1月～12月）

イ　過去５年間の降雨状況

1 月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10 月 11 月 12 月 計

火災気象通報

発令日数
7 7 5 7 5 0 0 0 0 1 4 7 43

（3） 月別火災気象通報発令日数

0

50

100

150

200

250

300

350
mm

月積雨量 39 52 47 60 46 110 312 77 137 51 44 142

日積雨量 11 16 6 20 13 25 93 33 32 23 25 25

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月
10
月

11
月

12
月

1,760

1,118
1,201

1,343

1,117

0

500

1,000

1,500

2,000

平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年

(mm)
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消防業務及び消防技術の総合的な研究を行い、 消防の健全な発展に寄与するとともに、 会員相互

の融和協調を図ることを目的に結成されたもので、 その事業及び協議会の構成は、 次のとおりである。

１　事業

（1） 消防職団員の教養、 訓練及びこれらの資料に関すること。

（2） 消防活動技術及び消防機械器具取り扱い技術の総合的研究に関すること。

（3） 地域消防体制の充実及び改善に関すること。

（4） 消防情報の交換に関すること。

（5） その他本会の目的達成のための必要な事項。

２　構成

（1） 粕屋北部消防組合を構成する市 ・ 町 （以下 「構成市 ・ 町」 という。） の消防団長、 消防副団長

及び本部長の職にある者

（2） 構成市 ・ 町の消防担当の総務部長、 課長、 課長補佐、 係長等及び主任の職にある者

（3） 粕屋北部消防本部の課長以上、 警防課の課長補佐及び係長 （指令室長を含む。）、 並びに分署

長の職にある者

粕屋北部消防連絡協議会9 粕屋北部消防連絡協議会

日 　 時 議　　　　　　　　題 出 席 者 数

第 1 回 平成 22 年 4 月 30 日 ・平成 22 年度秋季火災予防運動について 23 名

第 2 回 平成 22 年 10 月 15 日 ・平成 22 年度秋季火災予防運動について 26 名

第 3 回 平成 23 年 2 月 18 日 ・平成 22 年度春季火災予防運動について 25 名

3　連絡協議会開催日時等

　 　

会　長　（新宮町消防団長） 副会長 （古賀市消防団長）

舩越　　浩 安武　泰正

（H23.4.1 現在）
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組織

　粕屋北部消防組合を構成する古賀市及び新宮町には、 それぞれ非常備の消防団があるが、 古賀市

消防団については 19 分団 353 人、 新宮町消防団については 13 分団 246 人で構成されている。 伝統

ある両消防団の団員は、 士気も高く、 郷土愛の精神に燃えつつ、 消防の任務遂行にあたっている。

（1） 古賀市消防団 （H23.4.1 現在）

組織1

安武　泰正

　篠崎　智義 轡水　俊英 山見阪　清 　足立　英樹
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区

鹿
部
区
、
日
吉
台
区

庄
北
区
、
庄
南
区

久
保
区
、
久
保
西
区
、
中
央
区
、
古
賀
団
地
区

舞
の
里
４
区
、
舞
の
里
５
区
、
高
田
区
、
さ
や
団
地
区

千
鳥
タ
ウ
ン
コ
ー
ト
区

筵
内
区

古
賀
市
一
円

花
鶴
丘
１
丁
目
区
、
花
鶴
丘
２
丁
目
１
区
、
花
鶴
丘
２
丁
目
２
区

花
鶴
丘
２
丁
目
３
区
、
花
鶴
丘
３
丁
目
区

古
賀
北
区
、
古
賀
東
区
、
古
賀
南
区
、
中
川
区

71



総　

括

総　

括

総　

務

総　

務

予　

防

予　

防

警　

防

警　

防

消　

防　

団

消　

防　

団

（1） 定員 （H23.4.1 現在） （単位 : 人）

（2） 実員 （H23.4.1 現在） （単位 : 人）

（2） 新宮町消防団　

団員の定員と実員団員の定員と実員2

　　　　　　階　級

市町別
団 長

副 団 長

本 部 長
分 団 長 副分団長 班 長 団 員 計

古 賀 市 1 4 19 19 59 251 353

新 宮 町 1 2 14 14 43 173 246

計 2 6 32 33 102 424 599

　　　　　　階　級

市町別
団 長

副 団 長

本 部 長
分 団 長 副分団長 班 長 団 員 計

古 賀 市 1 4 19 19 59 266 368

新 宮 町 1 2 13 13 41 169 239

計 2 6 32 32 100 435 607

舩越　浩

　西田　大輔 岩隈　吉実

　団　　長　

　副　団　長　 　副　団　長　

水
上
分
団

第
11
分
団

第
10
分
団

第
９
分
団

第
８
分
団

第
７
分
団

第
６
分
団

第
５
分
団

第
４
分
団

第
３
分
団

第
２
分
団

第
１
分
団

相
島
区
及
び
新
宮
町
の
海
岸

夜
臼
２
区
、
夜
臼
３
区

原
上
区
、 

フ
ァ
ー
ネ
ス
ト
新
宮
区

三
代
区

立
花
口
区
、 

花
立
花
区

的
野
区

緑
ヶ
浜
区

湊
区

夜
臼
１
区
、
夜
臼
４
区

上
府
区

下
府
１
区
、
下
府
２
区
、 

杜
の
宮
区

新
宮
区

新
宮
町
一
円

本
部
分
団
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団員の年齢階層区分団員の年齢階層区分3

（H23.4.1 現在） （単位 : 人）

（H23.4.1 現在） （単位 : 人）

（H23.4.1 現在） （単位 : 台）

団員の在職年数区分

装備の状況

団員の在職年数区分

装備の状況

4

5

　　
年齢区分

市町別

18

～

19

20

～

21

22

～

23

24

～

25

26

～

27

28

～

29

30

～

31

32

～

33

34

～

35

36

～

37

38

～

39

40

～

41

42

～

43

44

～

45

46

～

47

48

～

49

50

歳

以

上

計

古 賀 市 16 9 32 32 33 24 37 27 28 38 41 27 13 7 1 3 368

新 宮 町 7 17 27 20 29 23 21 20 19 11 15 13 7 2 4 3 1 239

計 23 26 59 52 62 47 58 47 47 49 56 40 20 9 5 3 4 607

　　　　年数区分

市 町 別

5年未満 5年～ 10年未満 10年～ 15 年未満 15年～ 20 年未満 20年以上

古 賀 市 126 91 76 57 18

新 宮 町 88 76 35 24 16

計 214 167 111 81 34

　　　　　　　　　　　装　備

市　町　別
ポ ン プ 車 積載車 （ポンプ付） 小型ポンプ

古 賀 市 7 12 12

新 宮 町 4 9 5

計 11 21 17
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6 災害出動状況6 災害出動状況

（平成 22 年中）

7 平成 22 年度中の主な事業

新宮町消防団 （粕屋北部消防本部合同）

　と　き　平成 23 年 1 月 9 日

　ところ　新宮町民グランド

　古賀市消防団

　と　き　平成 23 年 1 月 9 日

　ところ　古賀市立球技場

　と　き　平成 23 年 1 月 23 日

　ところ　千年家

　

　と　き　平成 22 年 11 月 14 日

　ところ　立花山

　

古賀市消防団

　と　 き　平成 22 年 6 月 27 日

　ところ　小野小学校

ポンプ車の部

　優　 勝　第 7 分団 ( 花見区）

　準優勝　第 5 分団 （古賀区）

小型ポンプの部

　優　 勝　第 11 分団 （新原区）

　準優勝　第 8 分団 （町川原区）

新宮町消防団

　と  き   平成 22 年 7 月 18 日

　ところ   粕屋北部消防署新宮分署

ポンプ車の部

　優　 勝　第 3 分団 （上府区）

　準優勝　本部分団 （町役場）

小型ポンプの部

　優　 勝　第 4 分団 ( 夜臼 1 ・ 4 区）

　準優勝　水上分団 （相島 ・ 新宮町の海岸）

　と　き　平成 23 年 3 月 2 日

　ところ　聖恵病院

ポンプ操法大会消防出初式

古賀市消防団 ・ 粕屋北部消防署

火災防御訓練

新宮町消防団 ・ 粕屋北部消防署

合 同 火 災 防 御 訓 練

　　　　　　区　　　分

市 町 別
出動件数 （件） 消防自動車延出動台数 （台） 出場延人員 （人）

古 賀 市 10 131 893

新 宮 町 16 65 457

計 26 196 1,350
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新宮町消防団 ・ ３署合同

立花山火災防御訓練
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